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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第70期

前第１四半期
連結累計(会計)期間

第71期
当第１四半期

連結累計(会計)期間
第70期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高 (百万円) 16,827 15,563 65,052

経常利益 (百万円) 1,402 1,135 3,926

四半期(当期)純利益 (百万円) 653 618 675

純資産額 (百万円) 50,813 50,463 50,727

総資産額 (百万円) 68,547 66,391 67,406

１株当たり純資産額 (円) 1,209.66 1,200.94 1,207.10

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 15.67 14.83 16.20

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ─ ―

自己資本比率 (％) 73.6 75.4 74.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,551 2,266 648

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △947 △660 △602

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △779 △608 △927

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 9,940 13,234 12,298

従業員数 (名) 1,652 1,751 1,626

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
1,751
(131)

(注) １　「従業員数」欄の（　）内は、臨時従業員の平均雇用人員を外書きしております。

２　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員を記載しております。

３　臨時従業員は、パートタイマーおよび派遣社員を除いた期間契約社員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
1,582
(101)

(注) １　「従業員数」欄の（　）内は、臨時従業員の平均雇用人員を外書きしております。

２　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員を記載しております。

３　臨時従業員は、パートタイマーおよび派遣社員を除いた期間契約社員であります。
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第２ 【事業の状況】

(注)　「第２　事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

報告セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

建設工事部門 1,065 ― 14,983 ―

補修工事部門 13,227 ― 11,360 ―

合計 14,293 ― 26,344 ―

　
(2) 売上実績

当第１四半期連結会計期間における売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

報告セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

建設工事部門 2,663 ―

補修工事部門 12,900 ―

合計 15,563 ―

(注) １  当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２  売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高およびその割合は次のとおりであります。

期別 相手先 売上高(百万円) 割合(％)

前第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

三菱重工業株式会社
株式会社中部プラントサービス

3,848
1,740

22.9
10.3

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

三菱重工業株式会社 2,376 15.3

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとしたアジア経済の回復により、輸出

が増加するなど、一部で回復の兆しが見られたものの、ギリシャの財政不安を発端とした欧州の金融危機

による円高の影響などで、依然として厳しい状態が続いております。

このような経済環境のもと、当社グループは、2008年４月からスタートした、人材の確保と育成、ＣＳＲ

の推進、収益力の向上などを骨子とする新中期経営計画「チャレンジ10」の最終年度を迎え、安全・品質

の確保を第一に、具体的施策を実施展開してまいりました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高15,563百万円(前年同四半期比7.5％減)、営業利益1,064

百万円(前年同四半期比20.1％減)、経常利益1,135百万円(前年同四半期比19.0％減)、四半期純利益618百

万円(前年同四半期比5.3％減)となっておりますが、当初の計画目標達成のため、さらなるコスト削減、受

注活動に努力してまいります。

なお、セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（建設工事部門）

建設工事部門の受注高は、前期に大型案件の受注があったことにより、対前年同四半期比では全体と

して減少し1,065百万円（構成比7.5％）となりました。売上高については、事業用発電設備案件の減少

により、全体として減少し2,663百万円（構成比17.1％）となり、営業損失は100百万円となりました。

　
（補修工事部門）

補修工事部門の受注高は火力部門が減少したものの、原子力部門の増加により、全体として増加し

13,227百万円（構成比92.5％）となりました。売上高については、原子力部門が増加したものの、火力

部門の減少により、全体として減少し12,900百万円（構成比82.9％）となり、営業利益は1,892百万円

となりました。

　
(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

(イ) 資産

流動資産は、未成工事支出金が1,995百万円増加したものの、受取手形・完成工事未収入金が2,836百万

円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて667百万円減少し47,963百万円となりました。

固定資産は、投資有価証券が376百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて348百万円

減少し18,428百万円となりました。

　
(ロ) 負債

流動負債は、賞与引当金が589百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて766百万円減

少し13,790百万円となりました。

固定負債は、退職給付引当金が29百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて15百万円

増加し2,137百万円となりました。

　
(ハ) 純資産

純資産は、その他有価証券評価差額金が260百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ

て263百万円減少し50,463百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は13,234百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ935百万円増加しました。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は次のとおりであります。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは2,266百万円の増加(前四半期連結累計期間比3,817百万円増)と

なりました。これは、主に未成工事支出金等の増加による資金の減少2,000百万円があったものの、売上債

権の減少による資金の増加3,209百万円および税金等調整前当期純利益1,090百万円等があったことによ

るものです。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは660百万円の減少(前四半期連結累計期間比286百万円増)となり

ました。これは、主に有形固定資産の取得による支出656百万円等があったことによるものです。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは608百万円の減少(前四半期連結累計期間比170百万円増)となり

ました。これは、主に配当金の支払額580百万円によるものです。
　

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は41百万円であります。なお研究開発活動の状況に重

要な変更はありません。

　
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループは、新中期経営計画の最終年度に当たり、引き続き新規案件の掘り起しや工事範囲の拡大

を視野に入れ顧客開拓を進めていくとともに、固定費の削減に努め、安全で質の高い工事を提供すること

で受注拡大と利益を確保してまいります。

　また顧客との信頼関係を強化し、今後予定される火力発電所や原子力発電所の設備延命化対策工事およ

び設備更新工事などに早期段階から参画し対応できるよう、人材の育成と人事諸制度を含めた業務の効

率化をさらに進めてまいります。

　
(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づく経営戦略を立案し、最善の経

営努力をしております。電力業界においては、産業用電力の需要が徐々に回復しつつあるものの、景気減

退前の電力需要に回復するまでには、なお時間を要すとの見通しとなっており、さらに各企業における設

備投資の回復ペースは鈍く、工事量の減少による競争激化とこれに伴う受注価格の低下によって一層厳

しい状況になることが予想されます。

　このような中、新中期経営計画の最終年度に当たり、新規案件の掘り起しや工事範囲の拡大を視野に入

れ顧客開拓を進めていくとともに、固定費の削減に努め、採算性の向上を図り、安全で質の高い工事を提

供することで受注拡大と利益を確保してまいります。

　また、今後予定される火力発電所や原子力発電所の設備延命化対策工事および設備更新工事などに早期

段階から参画し対応できるよう、人材の育成と業務の効率化を進めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,959,000

計 138,959,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年8月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,683,96042,683,960
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、1,000株であり
ます。

計 42,683,96042,683,960― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

─ 42,683,960 ― 4,000 ― 4,645

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 

965,000
(相互保有株式)
普通株式

20,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

41,282,000
41,282 ―

単元未満株式 普通株式　416,960 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 42,683,960― ―

総株主の議決権 ― 41,282 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式952株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太平電業株式会社

東京都千代田区神田
神保町２―４

965,000 ― 965,000 2.26

(相互保有株式)
東京動力株式会社

神奈川県横浜市鶴見区
佃野町11―８

20,000 ― 20,000 0.05

計 ― 985,000 ― 985,000 2.31

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　　４月 　５月 　６月

最高(円) 875 847 680

最低(円) 826 634 626

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場一部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。　

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 9,234 9,732

受取手形・完成工事未収入金 20,548 23,384

有価証券 1,510 1,510

未成工事支出金 6,881 4,885

材料貯蔵品 2 2

短期貸付金 ※2
 8,195

※2
 6,843

繰延税金資産 70 426

その他 1,522 1,850

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 47,963 48,630

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 13,460 13,489

減価償却累計額 △8,518 △8,472

建物・構築物（純額） 4,941 5,016

機械・運搬具 10,422 10,563

減価償却累計額 △8,822 △8,818

機械・運搬具（純額） 1,600 1,744

工具器具・備品 1,504 1,508

減価償却累計額 △1,381 △1,373

工具器具・備品（純額） 123 134

土地 4,163 4,162

リース資産 218 206

減価償却累計額 △54 △42

リース資産（純額） 164 163

建設仮勘定 437 420

有形固定資産計 11,430 11,643

無形固定資産 266 276

投資その他の資産

投資有価証券 4,551 4,927

長期貸付金 85 12

賃貸不動産 1,078 1,078

減価償却累計額 △590 △585

賃貸不動産（純額） 487 493

繰延税金資産 577 403

その他 1,124 1,116

貸倒引当金 △96 △98

投資その他の資産計 6,731 6,855
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定資産合計 18,428 18,776

資産合計 66,391 67,406

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 10,669 9,792

短期借入金 178 179

リース債務 75 73

未払法人税等 24 51

繰延税金負債 1 4

未成工事受入金 1,329 962

賞与引当金 213 802

役員賞与引当金 22 98

完成工事補償引当金 13 6

工事損失引当金 32 175

その他 1,229 2,409

流動負債合計 13,790 14,557

固定負債

リース債務 224 233

繰延税金負債 6 0

退職給付引当金 1,793 1,764

その他 113 124

固定負債合計 2,137 2,122

負債合計 15,928 16,679

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

資本剰余金 4,645 4,645

利益剰余金 41,554 41,561

自己株式 △550 △549

株主資本合計 49,650 49,658

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 473 733

為替換算調整勘定 △31 △41

評価・換算差額等合計 441 692

少数株主持分 371 376

純資産合計 50,463 50,727

負債純資産合計 66,391 67,406
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 16,827 15,563

売上原価 14,064 13,061

売上総利益 2,762 2,501

販売費及び一般管理費 ※
 1,430

※
 1,437

営業利益 1,332 1,064

営業外収益

受取利息 15 9

受取配当金 45 51

固定資産賃貸料 30 27

保険配当金 2 2

受取保険金 8 10

株式割当益 － 59

その他 28 26

営業外収益合計 131 185

営業外費用

支払利息 0 0

固定資産賃貸費用 32 27

為替差損 16 72

その他 11 14

営業外費用合計 61 114

経常利益 1,402 1,135

特別利益

固定資産売却益 － 0

完成工事補償引当金戻入額 13 －

貸倒引当金戻入額 2 3

長期未払金戻入額 － 9

特別利益合計 15 13

特別損失

固定資産除却損 2 19

投資有価証券評価損 99 37

ゴルフ会員権評価損 0 0

その他 － 0

特別損失合計 102 58

税金等調整前四半期純利益 1,315 1,090

法人税、住民税及び事業税 193 137

法人税等調整額 426 334

法人税等合計 620 471

少数株主損益調整前四半期純利益 － 619

少数株主利益 41 0

四半期純利益 653 618
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,315 1,090

減価償却費 270 314

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △3

その他の引当金の増減額（△は減少） △823 △771

受取利息及び受取配当金 △61 △60

支払利息 0 0

為替差損益（△は益） 15 68

持分法による投資損益（△は益） △23 △8

その他の営業外損益（△は益） △20 △100

有形固定資産除売却損益（△は益） 2 19

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 100 38

売上債権の増減額（△は増加） △729 3,209

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △479 △2,000

仕入債務の増減額（△は減少） 661 970

未払消費税等の増減額（△は減少） △509 116

その他 △26 △14

小計 △308 2,868

利息及び配当金の受取額 53 60

利息の支払額 △0 △0

その他の収入 422 583

その他の支出 △69 △1,186

法人税等の支払額 △1,649 △59

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,551 2,266

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △780 △728

定期預金の払戻による収入 986 728

有価証券の取得による支出 △800 △1,000

有価証券の売却による収入 300 1,000

有形固定資産の取得による支出 △258 △656

有形固定資産の売却による収入 － 0

投資有価証券の取得による支出 △395 △2

貸付けによる支出 △4 △0

貸付金の回収による収入 5 1

その他の支出 △0 △7

その他の収入 0 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △947 △660
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 170 150

短期借入金の返済による支出 △159 △139

長期借入金の返済による支出 △12 △12

自己株式の取得による支出 △1 △1

自己株式の売却による収入 0 0

リース債務の返済による支出 － △19

配当金の支払額 △772 △580

少数株主への配当金の支払額 △4 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △779 △608

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13 △61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,291 935

現金及び現金同等物の期首残高 13,231 12,298

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 9,940

※
 13,234
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

会計方針の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関

連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関す

る会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月

10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平

成20年３月10日)を適用し、連結決算上必要な修正

を行っております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　

(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務

に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20

年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成

20年３月31日)を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　１　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

　当第１四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 ―  〃

差引額 8,000  〃

　１　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 ―  〃

差引額 8,000  〃

　

※２　担保受入金融資産

短期貸付金には、8,195百万円の現先取引が含まれ

ております。これにより現先有価証券の売手から担

保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 8,195百万円

※２　担保受入金融資産

短期貸付金には、6,768百万円の現先取引が含まれ

ております。これにより現先有価証券の売手から担

保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 6,768百万円

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

※　販売費および一般管理費の内訳

このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 591百万円

賞与引当金繰入額 42  〃

役員賞与引当金繰入額 19  〃

※　販売費および一般管理費の内訳

　このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 568百万円

賞与引当金繰入額 53  〃

役員賞与引当金繰入額 22  〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金 10,299百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 5,165　〃

有価証券のうちマネー・マネージメ

ント・ファンド
10　〃

短期貸付金のうち現先 4,795　〃

現金及び現金同等物 9,940　〃

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

現金及び預金 9,234百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △4,205　〃

有価証券のうちマネー・マネージメ

ント・ファンド
10　〃

短期貸付金のうち現先 8,195　〃

現金及び現金同等物 13,234　〃

　
　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 42,683,960

　
　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 973,106

　
　
３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

　　　該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年４月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 625 15平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業を展開する工事の種類別に管理部門を設置し、国内および海外の各種プラント設備の建設、補

修、維持に関連する事業を行っておりますが、報告セグメントとしては、「建設工事部門」および「補修工

事部門」の２つとしております。

　「建設工事部門」は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや改造

工事等と、これらの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事他の施工、および各種プラント設備の解

体、廃炉措置等の事業を国内外で行っております。

　「補修工事部門」は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業を行っておりま

す。
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
建設工事部門 補修工事部門

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,663 12,900 15,563

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─

計 2,663 12,900 15,563

セグメント利益又は損失(△) △100 1,892 1,792

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,792

全社費用(注) △727

四半期連結損益計算書の営業利益 1,064

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。

　

(資産除去債務関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

　当社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等のうち一部については、退去時における原状回復に係る

債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も

予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 1,200.94円
　

　 　

　 1,207.10円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第１四半期連結累計期間
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益
 
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

15.67円
 

　―
　

１株当たり四半期純利益
 
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

14.83円
 

　―

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 653 618

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 653 618

普通株式の期中平均株式数(株) 41,716,522 41,711,249

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

剰余金の配当

平成22年４月20日開催の取締役会において、平成22年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に

対し、次の通り期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 625百万円

②　１株当たりの金額 15円

③　効力発生日（支払開始日） 平成22年６月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月９日

太平電業株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人
　

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　桐　　川　　　聡　　印
　

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　八　代　　輝　雄　  印
　

　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

電業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当

第１四半期連結会計期間から工事契約に関する会計基準を適用しているため、同会計基準に基づいて四半期

連結財務諸表を作成している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月10日

太平電業株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人
　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　桐　川　　　　聡　　印

　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　八　代　　輝　雄　　印

　

　
　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

電業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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